地方分権推進委員会「第3次勧告」に対する自治労見解

１．10月7日、地方分権推進委員会（委員長：丹羽宇一郎伊藤忠商事会長）は第3次勧告をまとめ、10月8日、鳩山総理に提出した。第3次勧告は、①義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大、②地方自治関係法制の見直し、③国と地方の協議の場の法制化を示した。
２．第3次勧告では、第2次勧告において見直し対象とされた義務付け・枠付けに係る条項（約4,000条項）のうち、3つの重点事項（a：自治体の施設・公物に対する国の設置管理基準、b：自治体の事務に対する国の関与＜協議、同意・許可・承認＞、c：計画の策定及びその手続きの自治体への義務付け）について、法令の廃止や条例制定を認める等の見直しが必要とされ、個別の条項ごとに具体的に講ずべき見直し措置（892条項）が提示された。中でも、施設・公物設置管理の基準については、当該基準に係る規定の廃止や条例への委任の措置を講ずるとし、条例に委任した場合で、国が基準を示す場合は、「従うべき基準」、「標準」、「参酌すべき基準」という3類型が示されることとされた。また、地方自治関係法制の見直しとして、行政委員会の必置規制、地方自治体の財務会計制度の見直しが示され、さらに、国と地方の協議の場の法制化について、「たたき台」として委員会試案が示された。
３．「はじめに」では、今次の地方分権改革の目標を、地方自治体を自治行政権のみならず自治立法権、自治財政権をも十分に具備した完全自治体にしていくとともに、住民意思に基づく地方自治の舞台としての「地方政府」に高めていくことと設定された。本目標は、「地方自治の本旨」に基づき、地方自治の実現を志向するものとして、分権改革と市民自治の推進をめざしてきた自治労としても本意である。不必要な国の法令や通達などによる国の義務付け・関与を最小限にとどめ、自治体の条例制定権を拡大するという基本方向は当然のことである。
４．第3次勧告で示された義務付け・枠付けの個別条項のうち、医療・福祉等に関わる地域住民のセーフティネットとしての役割を担うサービスに関わるものに対しては、ナショナルミニマムの確保を前提にする必要がある。国・地方の役割分担と責任を明確化し、地域公共サービスを守るという決断に、強い決意を持って、国・自治体の責任を追及しなければならない。
５．地域のセーフティネット確立に有効な公共サービス確保のために、地方自治体への税財源移譲と財源保障の担保は当然のことである。持続可能な地域社会の基盤となる地方財政の構築は、国の責務である。自治体が現行サービス水準を最低基準として確保し得るように、政府に対し、強く求めていかなければならない。自治労は、公共サービス拡充と地域の自己決定権の拡大につながる真の地方分権改革実現に向け、連合などと連携し、全力で取り組みを進める。
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